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告 示

○鹿児島県木材産業等高度化推進資金制度運営要綱の一部を改正する要綱（※）

（環境林務課取扱い）１

鹿児島県告示第225号

鹿児島県木材産業等高度化推進資金制度運営要綱の一部を改正する要綱を次のように定めた。

令和３年２月26日

鹿児島県知事 塩田康一

鹿児島県木材産業等高度化推進資金制度運営要綱の一部を改正する要綱

鹿児島県木材産業等高度化推進資金制度運営要綱（昭和54年鹿児島県告示第1532号の５）の

一部を次のように改正する。

第１条中「及び県」を「，県」に改め，「限る。）」の次に「並びに森林所有者等（木材の安

定供給の確保に関する特別措置法（平成８年法律第47号。以下「木安法」という。）第４条第１

項に規定するものをいう。以下同じ。），木材利用事業者等（同項に規定するものをいう。以下

同じ。）及び木材製品利用事業者等（同項に規定するものをいう。以下同じ。）に対するその行う

県の区域内における木材安定供給確保事業（同項に規定するものをいう。）に必要な資金」を加

える。

第２条第２項第１号中イを削り，ウをイとし，同項第２号イを次のように改める。

イ 第４条第２号の木材高度加工資金

第２条第２項第２号に次のように加える。

エ 第４条第４号の木材安定供給資金

第３条第１項中「有する」を「有し，かつ，県民税及び市町村民税を完納している」に改め，

同条第２項中「構造改善合理化資金」を「木材高度加工資金」に，「有する」を「有し，かつ，

県民税及び市町村民税を完納している」に改め，同条第３項中「有する」を「有し，かつ，県

民税及び市町村民税を完納している」に改め，同条に次の１項を加える。

４ 次条第４号の木材安定供給資金の貸付けを受けることができるものは，県の区域内に住所

を有し，かつ，県民税及び市町村民税を完納しているものであつて，木安法第４条第１項の

規定により同項の木材安定供給確保事業に関する計画（以下「木材安定供給確保事業計画」

という。）が適当である旨の知事の認定（以下「木材安定供給確保事業計画の認定」という。）

を受けたものとする。

第４条第１号イ中「国産材」を「地域材」に改め，同条第２号を次のように改める。

 木材高度加工資金

ア 木材の製造に係る事業体で次のいずれかに該当するものが構造改善計画の認定に係る

構造改善計画（以下「認定構造改善計画」という。）に基づき木材の加工を行うのに必要

な短期又は長期の運転資金

 次の施設又は設備を導入している木材の加工を行う事業体であつて，素材又は木材

製品の年間取扱量がおおむね3,000立方メートル以上のもの
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a 集成材製造施設

b 人工乾燥施設

c 薬剤処理施設

d プレカット加工施設

e 廃木材破砕・再生処理施設

f 製材用省力化設備

g 合板用省力化設備

h 木製組立材料製造用省力化設備

i 合板用原材料として広葉樹から針葉樹への原料転換を図るための機械設備

 合併等により新たに設立された素材等の加工を行う事業体であつて，素材又は木材

製品の年間取扱量がおおむね5,000立方メートル以上のもの

 日本農林規格の格付けを受けた木材製品，乾燥材等の高度加工を行うもの

イ 長期かつ安定的な供給・引取りに関する契約，協定等に基づきアの資金を借り受けよ

うとする者に原材料となる素材又は木材製品の供給を行うのに必要な短期又は長期の運

転資金

第４条に次の１号を加える。

 木材安定供給資金

森林所有者等，木材利用事業者等及び木材製品利用事業者等並びに木安法第４条第２項

各号に掲げるものが木材安定供給確保事業計画の認定に係る木材安定供給確保事業計画

（以下「認定木材安定供給確保事業計画」という。）に掲げる事業及び当該事業を促進する

ための措置を行うのに必要な短期又は長期の運転資金

第５条各号列記以外の部分に次のただし書を加える。

ただし，木材産業等高度化推進資金の貸付けは，既往の借入金の借換え（木材産業等高度

化推進資金の初回の借入れに係る既往の借入金（短期の運転資金に限る。）の借換えを除く。）

の場合は，行わないものとする。

第７条の見出し中「事業経営改善計画」を「林業経営改善計画」に改め，同条中「若しくは

構造改善計画の認定」を「，構造改善計画の認定若しくは木材安定供給確保事業計画の認定」

に，「同令」を「令」に，「若しくは同条第３項」を「，同条第３項」に改め，「構造改善計

画の認定の取消し」の次に「，木安法第５条第１項の規定による木材安定供給確保事業計画の

変更の認定若しくは同条第２項の規定による木材安定供給確保事業計画の認定の取消し」を加

える。

第８条第１号中「ウまで」を「エまで」に改め，同号に次のように加える。

エ 第４条第４号に掲げる資金の貸付けを受けようとするもの 認定木材安定供給確保事

業計画の写し及び貸付けを受けようとする資金が木安法第４条第３項の木材安定供給確

保事業に係るものであることを証する書類

第９条第２項中「四半期」を「半期」に，「１月から３月まで，４月から６月まで，７月か

ら９月まで及び10月から12月」を「４月から９月まで及び10月から３月」に改め，同条第４項

中「第４条第３項」の次に「又は木安法第５条第２項」を加える。

第10条中「又は構造改善計画」を「，構造改善計画又は木材安定供給確保事業計画」に改め

る。

別表２の項を次のように改める。

２ 木材高度加  作業労賃，電力 １億円。た 同 上 同上 同上 同上

工資金 費，燃料費その他 だし，ＪＡ

の木材を加工する Ｓ無垢材の

のに必要な資金並 製造を行う

びに原材料となる 者にあつて

素 材 の 購 入 代 金 は，林野庁

（前渡金，予約金， 長官が２億

木材市場における 円を超えな

決 済 資 金 等 を 含 い範囲で承
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む。）及び素材の引 認した額

取りに必要な輸送

費（日本農林規格

の格付けを受けた

無垢材（以下「Ｊ

ＡＳ無垢材」とい

う。）に係るものに

限る。）

 の資金を借り

受けようとする者

に原材料となる素

材又は木材製品の

供給を行うのに必

要な資金であつて，

次に掲げるもの

ア 素材生産を行

うのに必要な資

金であつて，立

木購入代金（前

渡金，予約金等

を含む。），素材

生産を行うため

の作業現場から

最終土場までの

素材生産実施費

用（作業道の開

設又は改良に必

要 な 費 用 を 含

む。）及び輸送費

イ 素材又は木材

製品の引取り及

び素材又は木材

製品の加工を行

うのに必要な資

金であつて，素

材又は木材製品

の購入代金（前

渡金，予約金，

木材市場におけ

る決済資金等を

含む。），素材の

引取りに必要な

輸送費及び素材

等の加工を行う

のに必要な作業

労賃，電力費，

燃料費その他の

素材等を加工す

るのに必要な資

金
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別表に次の１項を加える。

４ 木材安定供  素材生産を行う ３億円。た 同上 短期資金 短期資金 同上

給資金 のに必要な資金で だし，協定 年 1.3パ ー 年 0.9パ ー

あつて，施業集約 等に基づく セント セント

化費用，立木購入 素材又は木 長期資金 長期資金

代金（前渡金，予 材製品の販 年 1.0パ ー 年 0.6パ ー

約金等を含む。）， 売価格が， セント セント

国有林野の管理経 協定等締結

営に関する法律 時から５パ

（昭和26年法律第 ーセント以

246号。以下「管 上低下して

理経営法」とい おり，かつ，

う。）第８条の14第 当分の間，

４項に基づき納付 当該価格が

すべき樹木料，素 協定等締結

材生産を行うため 時の価格ま

の作業現場から最 で回復しな

終土場までの素材 いと見込ま

生産実施費用（作 れる場合に

業道の開設又は改 あつても，

良に必要な費用を 借受者の償

含む。）及び作業委 還が適切に

託費 行われると

なお，管理経営 認められる

法第８条の５第３ 場合にあつ

項に基づく権利設 ては，林野

定料を含む。 庁長官が４

 素材の引取り及 億円を超え

び素材等の加工を ない範囲で

行うのに必要な資 承認した額

金であつて，素材

の購入代金（前渡

金，予約金，木材

市場における決済

資金等を含む。），

素材の引取りに必

要な輸送費及び素

材等の加工を行う

のに必要な作業労

賃，電力費，燃料

費その他の素材等

を加工するのに必

要な資金

 素材又は木材製

品の引取りを行う

のに必要な資金で

あつて，素材又は

木材製品の購入代

金（前渡金，予約

金，木材市場にお
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ける決済資金等を

含む。）並びに素材

又は木材製品の引

取りに必要な輸送

費及び作業委託費

 木材の流通に係

るコーディネート

を行うのに必要な

資金であつて，Ｉ

ＣＴを活用したデ

ータベース整備費

用等及び作業委託

費

 素材又は木材製

品の輸送を行うの

に必要な資金であ

つて，輸送を行う

ための作業労賃，

燃料費並びに機械

・車両の使用料及

び維持費用

 木材製品利用事

業を行うのに必要

な資金であつて，

木材製品の購入代

金（前渡金，予約

金，木材市場にお

ける決済資金等を

含む。），木材製品

の引取りに必要な

輸送費，木材製品

の加工又は利用を

するための作業労

賃，電力費，燃料

費その他の木材製

品を加工し，又は

利用するのに必要

な資金

附 則

１ この要綱は，令和３年２月26日から施行する。

２ 改正後の鹿児島県木材産業等高度化推進資金制度運営要綱の規定は，令和３年２月26日以

後の貸付けに係る木材産業等高度化推進資金に適用し，同日前の貸付けに係る木材産業等高

度化推進資金については，なお従前の例による。


